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福祉って何か



☆福祉とは何か。自分が考える福祉を書いて下さい！

• Welfare ⇒ Social Work⇒

☆なぜ、福祉専門職に就いた（目指した）のですか！

福祉専門職とは：
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 Handicap/Disabled ⇒ Person with ～（状態）
「ヒト」としてではなく「人」として…

不自由さの理解：不自由さは、ひとりひとり異なる。
不自由さを決めるのは、援助者ではない。
だから、個別援助が大切。

 ICIDH（1980）からICF（国際生活機能分類 2003）

ICFは、「健康状態」「心身機能」「活動」「参加」に背景
因子である「環境因子」「個人因子」を関係性をアセスメン
トして、さまざまな障害者に向けたサービスを提供する施設
や機関などで行われるサービス計画などに用いられる。

障害の概念と範囲：障害をどのようにとらえるか

4
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ケースカンファレンスで

職員が悩んでいるところ

現場の『生きるバランス』をどう考えるか

（利用者本位） （職員の意識）

• （偏食） （完食）

• （挑戦） （安全）

• （自傷） （拘束）

Aさん Ns     S/W

本質的問題解決を目指すには・・・

それを支えるエビデンスは？
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障害者福祉の法制度の主な変遷
基本法 身体障害者 知的障害者 障害児 精神障害者

心身障害者
基本法(1970)

身体障害者
福祉法(1946)

精神薄弱者福祉法
(1960)
（1999年知的障害者福祉
法に名称変更）

児童福祉法
(1947)

精神衛生法
(1950)

障害者基本法
(1993)

福祉関係八法改正（1990） 精神保健法
(1987)

障害者基本計画
(2002)

社会福祉基礎構造改革(2000) 精神保健福祉法
(1995)

障害者基本法
改正(2004)

支援費制度施行（2003） 精神保健福祉法
改正(2002)

障害者自立支援法（2006）

改正 障害者自立支援法（2012）

障害者虐待防止法（2012）
障害者総合支援法（2013）
障害者差別解消法



• 障害者基本法の改正（2011年）
全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的

人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるもの
であるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無に
よつて分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重
し合いながら共生する社会を実現するため、障害者の自立
及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定
め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするととも
に、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基
本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社
会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進す
ることを目的とする。

近年の障害福祉施策①

7



• 障害者虐待防止法（2012年）

• 障害者優先調達推進法（2013年）

• 障害者総合支援法（2013年）

• 障害者雇用促進法（2013年）

• 障害者差別解消法（2013年）

⇒国内法の整備 ⇒ そして…

近年の障害福祉施策②
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• 2014年1月19日発効

• 2014年1月20日批准 141番目の批准国

障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し，障
害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的とし
て，障害者の権利の実現のための措置等について定
める条約。

障害者権利条約の批准
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• 一般原則（障害者の尊厳，自律及び自立の尊重，無差別，
社会への完全かつ効果的な参加及び包容 等）

• 一般的義務（合理的配慮の実施 等）

• 障害者の権利実現のための措置（身体の自由，拷問禁止，
表現の自由等の自由権的権利及び教育，労働等の社会権的
権利について締約国がとるべき措置等を規定。社会権的権
利の実現については漸進的に達成することを許容）

• 条約の実施のための仕組み（条約の実施及び監視のための
国内の枠組みの設置。

障害者権利条約の主な内容
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障害者がどのように生きていくか

• 障害者である前に、人であれ！

• 権利と義務

⇒生活する上で何に支援が必要か

同等の生活を営む権利

そのための義務

• それぞれのライフステージ・ライフスタイル

11
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○1950年代 知的障害者（当時は精神遅滞）の生活

●隔離的または保護的処遇

●大型施設収容（1500床の施設も）

●非人道的処遇（優生学に基づく保護主義による優性
手術）

ノーマライゼーションの起源

知的障害者の「親の会」（1951）が立ち上がり、生活の改善を求める

①入所者20から30人の小規模な施設を建設する
②知的障碍児に対するよりよい監督と財政的扶助する
③小規模施設を親や親戚が生活する地域に建設する
④他の子どもと同じように教育を受ける機会(教育の権利)をもうける
⑤法制上の保護をする ⑥自発的な活動の原則を与える
⑦作業所を含んだ昼間施設の建設をする ⑧施設のための連絡委員会をつくる



○バンク・ミケルセン

（Bank-Mikkelsen,Neils Erik 1919～1990）
⇒デンマーク社会省知的障害課 ⇒1953年、親の会の要望から

1958年報告書「知的障害があってもその人は一人の人格を持っ
ているのであり、ノーマルな人と同じように生活する権利を持つ」

1959年法「知的障害者ケア法」 デンマーク法の制定

⇒ 障害があるからといって、社会から阻害され差別される理
由はない。たとえ身体的あるいは知的な障害があっても、ひ
とは、人格を持ち、障害がない人と人間として何ら変わりは
ない。障害がある者が、社会で日々を過ごす人間としての
「生活状態」が、障害のない人々の「生活状態」と同じであ
ることは、人としての権利である

ノーマライゼーション（１）

「知的障碍者福祉政策委員会」が設置 （委員長：バンク・ミケルセン）



○バンク・ミケルセンの考え方

「障害者」というカテゴリーで支援を考えるのではなく

• 1980年 社会サービス法の制定

ノーマライゼーション

個々の「ニード」によって支援を考える



○ニィリエ（Nirje,Bengt 1924年～2006年：

スウェーデン） ⇒1969年
ノーマライゼーションの原理の基本的枠組み（８つの原理）
①起床、衣服着脱、食事、就寝等の一日のリズム。
②異なる環境での家庭生活、余暇等を楽しむ一週間のリズム。
③休暇への参加を含む一年のリズム。
④幼児期、青年期、成人期、老年期におけるライフスタイル

の保障。⇒ノーマルな発達的経験
⑤自己尊厳と自己決定権の保障。
⑥結婚する権利も含め、異性との交際等の保障。
⑦労働における差別、偏見を除去し、公平な賃金保障。

⇒経済的水準と権利
⑧学校や施設（地域）における一般的な基準に基づく標準的

な環境保障。

ノーマライゼーション（２）



○ヴォルフェンスベルガー

（Wolfensberger,Wolf 1934年～ アメリカ）

⇒「可能なかぎり文化的に通常の人間の行動や外観および理
解を確立するために、可能なかぎり文化的に通常となって
いる手段を利用すること」

※「我々は身だしなみ、服装、話し方、肌の色、人種、宗教、国籍、容貌、年齢、

性、知能、教育といった違いをもっと受け入れるよう努力すべきである。また、
身体障害者、感覚障害者、てんかんの人、情緒障害者、性倒錯者をもっと受け
入れるよう奨励するべきである」

⇒「少なくとも平均的な市民の生活と同じような生活状態を
可能にすること」

ノーマライゼーション（３）
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○国、地方公共団体による法律、条令などの整備

⇒生活環境整備、バリアフリー、情報保障、教育、街づくり

⇒地域住民、当事者、専門家の連携

○住民をはじめ、全ての人々の意識改革

○リハビリテーションの推進

○自立生活

○インテグレーション（統合）

○インクルージョン

1960年代のアメリカにおける脱施設化

⇒当時者による自立生活運動

ノーマライゼーションの具現化
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自立支援法 （目的） 第一条

障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又
は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付そ
の他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、
障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすこ
とのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

総合支援法【基本理念】
法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、社会参

加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよ
う総合的かつ計画的に行われることを法律の基本理念に新たに掲げる。

⇒ 公助から共助、自助へ

⇒障害者自立から障害者自律への転換

福祉政策の変化への対応
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• この法律は、障害者基本法の基本的な理念にのっとり、
障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項
、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を
解消するための措置等を定めることにより、差別の解消を
推進し、もって全ての国民が、相互に人格と個性を尊重し
合いながら共生する社会の実現に資することを目的とした
こと。

☆相互理解の推進

障害者差別解消法：目的
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２ 定義（第２条関係）

（１） 障害者の定義を、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含
む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者
であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相
当な制限を受ける状態にあるものとしたこと。

（２） 社会的障壁の定義を、障害がある者にとって日常生活又は社会生
活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その
他一切のものとしたこと。

（３） 事業者の定義を、商業その他の事業（地方公共団体の経営する企
業を含む。）を行うものとしたこと。

• （４） 行政機関等の定義を、国の行政機関、独立行政法人等、地方
公共団体（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第３章の規定の適
用を受ける地方公共団体の経営する企業を除く。10において同じ。）
及び地方独立行政法人をいうものとしたこと。

障害者差別解消法：定義①
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３ 国及び地方公共団体の責務（第３条関係）国及び地方
公共団体は、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必
要な施策を策定し、実施しなければならないものとしたこと

４ 国民の責務（第４条関係）国民は、障害を理由とする差
別の解消の推進に寄与するよう努めなければならないものと
したこと。

５ 社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配
慮に関する環境の整備（第５条関係）行政機関等及び事業者
は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配
慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設
備の整備、関係職員に対する研修その他の必要な環境の整備
に努めなければならないものとしたこと。

障害者差別解消法：定義②
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• 障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであ

り、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐
待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害
者に対する虐待の禁止、障害者虐待の予防及び早期発見そ
の他の障害者虐待の防止等に関する国等の責務、障害者虐
待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措
置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者に対する養
護者による障害者虐待の防止に資する支援（以下「養護者
に対する支援」という。）のための措置等を定めることに
より、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する
施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資するこ
とを目的とすること。

虐待防止法の成立
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障害者虐待防止法（第二条第六項関係）

養護者がその養護する障害者について行う次に掲げる行為

イ 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加
え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること。

ロ 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行
為をさせること。

ハ 障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者
に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

ニ 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以
外の同居人によるイからハまでに掲げる行為と同様の行為の放置等養護
を著しく怠ること。

養護者又は障害者の親族が当該障害者の財産を不当に処分
することその他当該障害者から不当に財産上の利益を得る
こと。
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こんな時、どうする？

• 障害者・高齢者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるお
それのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身
体を拘束すること。

⇒「暴れている」 身体を押さえてもいけないの？

⇒「自傷（自己刺激行動）をしてるけど」…
⇒夜中に勝手に外に出てしまうけど…
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こんな時、どうする？

• 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者
をしてわいせつな行為をさせること。

⇒性的支援は・・・

25



こんな時、どうする？

• 障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な
対応その他の障害者に著しい心理的外傷を与え
る言動を行うこと。

⇒何回も同じこと言い続けている・・・
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＜利用者のニーズは誰が決めることですか＞

１．利用者 ２．家族 ３．支援員（介護職・援助者）

４．理事長、５． その他

・【 】と【 】の混在

利用者のニーズとは
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リアルニーズ
両者のニーズから導き出される

真のニーズ

フェルトニーズ ノーマティブニーズ
本人の主観的訴え 規範的ニーズ。客観的な

基準によって把握

利用者のニーズを考えるか
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• 第二条定義

「合理的配慮」とは、障害者が他の者と平等にすべての
人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保
するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定
の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を
失した又は過度の負担を課さないものをいう。

• 合理性とは ⇒

虐待のない福祉現場
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• 「合理的配慮（Reasonable Accommodation）」

• 1990年ADA法（障害のあるアメリカ人法）

⇒障がいある人の能力を最大限生かすために環境整備

や配慮をおこなうこと

⇒Social Inclusionへ
＜例えば…学校教育では＞

障害者が他の者と平等⇒等しく教育を受けられる環境

必要かつ適当な変更及び調整⇒個別に受けられること

均衡を失した又は過度の負担を課さないもの⇒体制、財政
も含め無理のないこと

合理的配慮とは
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福祉現場の「支援場面」を３文節で考える

＜１＞障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自
由を享有

＜２＞行使することを確保するための必要かつ適当な変更
及び調整

＜３＞均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう

合理的配慮の理解
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「合理性」を考える

• 合理性とは⇒道理や理屈にかなっている様

• 生活上の「合理性」とは

• 「行動制限」なにが違うか

＜生活ストーリーから判断＞

暴れる ⇒ 危険 ⇒ 拘束する
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ストレスとは何か

 Hans Selye (1907-1982)：「ストレス学説」
（1936）

ストレッサー（外部の刺激など）→生体の非特異的
な反応

ストレスには『良いストレス』と『悪いストレス』
がある

Hans Selye のことば
○ ストレスのないストレス
○ ストレスは、スパイスである
○ ストレスの悪循環から良循環へ
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良いストレスと悪いストレス

• 良いストレス（eustress）
○心身を奮い立たせてくれる

○元気にしてくれる・勇気をくれる

○やる気にさせる

• 悪いストレス（distress）
×身体の不調

×やる気がおこらない

×気分を害する

×逃避、モラトリアム的姿勢
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ストレッサーとストレスとの関係

個人

ストレッサー

ストレッサー

ストレッサー

ストレッサー

ストレッサー

ストレッサーストレッサー

ストレス反応：
生体を防御するための必要な反応
自律神経系・内分泌系・免疫系
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自分のストレッサーを書いてみる

個人

ストレッ
サー

ストレッ
サー

ストレッ
サー

ストレッ
サー

ストレッサー ストレッ
サー

ストレッ
サー
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ストレスは個人差が大きい

ストレスを感じやすい環境

○単身赴任 ○職場の変化 ○長時間労働

○責任の増大

○感情労働

○キャパシティオーバー

ストレスを感じやすい人

○責任感強い ○几帳面 ○競争心が強い

○タイムプレッシャー ○いやと言えない

○感情表出が苦手な人
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感情労働（Emotional Labour）とは

面と向かって、もしくは声をとおして、
人々と接触があること

特定の感情(たとえば感謝や安心、ときには
恐怖など)をクライエントにひき起こすこと
が求められる仕事であること

雇用者が労働者の感情面での活動を、訓練
や指導監督をとおして、ある程度コント
ロールすることができる

Hochschild, A. R.（1983年）
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ストレスマネジメントの必要性

自己のエネルギーとバランス

受け止め方の違いでストレス反応が異なる

１．部分的なストレス→気分転換
２．全体にストレス→休息

ストレスコーピングを認識する

ストレッサー 受け止め方 ストレス反応
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ストレスコーピング

1：相手に上手に話しかける
2：論理的に考える
3：あきらめる
4：能動的に気づく

イライラ型（自己過信系）
オドオド型（自信喪失系）
クヨクヨ型（過去悔恨系）
モンモン型（未来不安系）
ヘトヘト型（疲労困憊系）
ムカムカ型（人間関係誤解系）
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ストレス解消

• 規則正しい生活

• 問題解決

• 受け止め方

• リラックス方法

• あるがままの受容

• 他者への依存
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福祉現場のストレスを整理する

タイムプレッシャー

業務の内容

人間関係

介護の本質

理想と現実の狭間で・・・
理論と実践の乖離で・・・

このストレスをどのように消化していくか



福祉現場の介護事故・過誤を防止するために

=セーフティマネジメント

=リスクマネジメントとは

=支援事故は、なぜ起こるのか⇒要因分析
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支援・介護事故と思われるもの

これまでの仕事などを通して、事故と思われるケー
スを、思い起こしてみて下さい。
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職員の求められる基本的姿勢

• 利用者を守る：家族との関係

• 倫理観を持って、自分の役割を自覚する

• 他職種理解

• 法令遵守⇒コンプライアンス

• 「報告・連絡・相談」
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何を報告するべきか

（1） サービス提供中に利用者が死亡、負傷した
場合など

① 転倒、転落、誤嚥、誤飲、熱傷、外傷

② 毒物・薬物などによる中毒、薬剤の誤用

③ 異食、自傷、利用者間の闘争

④ 病死（ただし、死亡原因に疑義がある場合、
又は家族等とのトラブルが発生する）

⑤ 失踪（一時的に所在がわからなくなったもの
を含む。）
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何を報告するべきか

（2） 食中毒・感染症等の発生

（3）職員（従業者）の法令違反、不祥事など

① 利用者からの預り金の横領

② 送迎時の交通事故

③ 利用者に対する身体的、精神的虐待（施設サ
ービスについては各虐待防止法において記載があ
る。）
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リスクマネジメントとは

• 危険や事故に対して可能な限り事前に予測して
、適切に予防し、可能な限り結果発生を回避し
、万一の事故発生には、迅速に対応し、被害の
拡大を防ぐこと

職員の予知能力の向上

ひやりハット報告・インシデント報告
アクシデント報告
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支援事故・過誤を防止するために

• 事故は、偶然か 必然か

• インシデントの分析ができなければ、事故
は無くならない

重要なる

インシデントインシデント
軽微な

インシデント
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事故は、偶然か 必然か

• 支援事故
⇒通常の業務のなかで利用者に不利益を与えてしまう。つま
りは、専門職としての不合理な事故

• 支援過誤

⇒「介護事故の一類型であって、介護従事者が、介護の遂行

において、職務準則に違反して利用者に被害を発生させた行
為」

⇒利用者の現在の状況に合わない不合理な支援・介護および
方針

⇒法令遵守ができない。誤薬、配役ミスなど、倫理に反する
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•

要因を出す：m-SHELLモデル

Ｈ
ハードウエ
ア

S
ソフトウエ
ア

L２
当事者

E
環境

L１
周囲の人

局所的要因 ○ ○ ○ 組織的要因
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職員の潜在的要因（局所的要因）

• １．タイム・プレッシャー

• ２．高い作業負荷

• ３．コミュニケーション不足

• ４．手順書の不備

• ５．学習（教育）・訓練不足

• ６．人手不足

• ７．危険認識不足

• ８．効果的な監督の欠如

• ９．基本的能力の不足

• １０．不適切な自動化・慣習化

52



組織の潜在的要因

１．将来の見通しや経営戦略･方針などの

経営層の意思決定

２．予算配分

３．採用人員配置などの人事

４．長期・短期の計画、

５．様々なスケジュール

６．管理・監督体制、など
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